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地域包括支援センターの運営状況について 

 

１．総合相談支援業務 

令和４年度より、総合相談支援等の管理をシステム運用化し、それと同時に項目

の整理とカウント方法の平準化を行いました。相談件数については、令和５年度か

ら比較する全体で約 500 件程度増加しております。 

○相談支援の概要 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

相談件数 4,531 件 4,502 件 4,137 件 4,130 件 4,618 件 

被保険者数との
割合 14.5％ 14.4％ 13.3％ 13.4％ 15.0％ 

３職種の人数 20 人 21 人 22 人 23 人 22 人 

３職種１人あた
りの相談件数 227 件 214 件 188 件 180 件 210 件 

相談対象実人数 2,770 人 3,080 人 2,856 人 2,633 人 2,222 人 

○相談内容               単位：件   ○相談者                単位：人 

○相談対応              単位：件 

 

上記の項目で経年の推移を見ながら、相談の傾向、センターの業務量の把握を

行います。 

 

 

 

相談区分 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

介護保険 2,178 2,126 1,859 

高齢者福祉 206 165 161 

医療 486 548 398 

障がい福祉 65 52 57 

施設入所 218 180 157 

介護予防 86 86 61 

認知症 520 563 462 

精神疾患 85 138 94 

生活困窮 80 70 61 

権利擁護 153 121 86 

家族支援 269 288 252 

ｲﾝﾌｫｰﾏﾙｻｰﾋﾞｽ 101 106 132 

免許返納関連 25 27 26 

安否確認 506 443 427 

苦情 18 37 25 

その他 250 158 149 

相談者 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

本人 918 1,053 950 

家族・親族 1,502 1,474 1,315 

地域関係者 412 358 348 

関係機関 1,224 1,196 1,005 

対応区分 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

話しを聞くのみ 888 808 887 

情報提供や助言 1,890 2,105 1,819 

関係機関や関係
者へ繋ぎ 

778 712 487 

実態把握 
（家庭訪問等） 

832 767 634 

関係機関訪問
（同行訪問） 

127 121 112 

サービス調整・
認定申請代行 

675 711 679 

i 
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２．権利擁護事業 

高齢者虐待に関する相談実人数、虐待認定件数、及び虐待区分別の件数、いず

れにおいても大きな変動はなく横ばい状態で推移しています。 

近年の高齢者虐待ケース等においては、家族介護・障がい福祉・子育て支援・

生活困窮など複数の課題を抱えている傾向があります。そのため重層的支援体制

整備事業と連携し、関係機関と役割分担しながら課題解決に向け対応されていま

す。 

○天草市における相談・通報 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

相談実人数 － ５６人 ４９人 ４４人 ２３件 

虐待認定 １３件 ２１件 １９件 １８件 １１件 

 

○虐待区分（※複数該当あり） 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

身体的虐待 ８件 １４件 １７件 １５件 ７件 

心理的虐待 ５件 ７件 ４件 １件 ２件 

経済的虐待 ０件 １件 ２件 ０件 ０件 

放棄・放任 ２件 ６件 ２件 ３件 ２件 

性的虐待 ０件 ０件 １件 ０件 ０件 

セルフネグレクト １件 ０件 ０件 ０件 ０件 

 

 

３．介護予防支援等業務 

要支援認定者及び事業対象者が減少傾向となり、それに比例し介護予防支援等の

件数も減少傾向となっています。 

また居宅介護支援事業所委託の割合は年々増加し、約 6 割が委託となっています。 

○介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント件数 
年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

包括支援セン

ター直接担当 

7,880 件 

(52.6%) 

7,559 件 

(50.7%) 

7,384 件 

(49.9%) 

6,100 件 

(44.8％) 
5,643 件 

(42.0％) 

居宅介護支援

事業所委託 

7,114 件 

(47.4%) 

7,337 件 

(49.3%) 

7,411 件 

(50.1%) 

7,505 件 

(55.2%) 

7,805 件 

(58.0％) 

合計 14,994 件 14,896 件 14,795 件 13,605 件 13,448 件 
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４．包括的・継続的ケアマネジメント業務 

(1)地域のケアマネジャー等に対する支援 

管轄エリア内のケマネジャー、介護関係サービス事業所、地域団体や活動者な

ど、地域における高齢者支援に携わる関係者に対しても、相談対応や助言・調整

等の支援を行い、地域の支援体制づくりを進められています。 

相談支援の件数が増加傾向にあり、地域包括支援センターと地域の支援者との

関係性が近くなっていることがうかがえます。 

○地域の支援者に対する相談支援の件数 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ケアマネジャーか
らの相談 

１,１２５件 １,１２３件 １,０３２件 １,２０７件 ９１７件 

サービス事業所か
らの相談 

４３９件 ２４８件 ５１５件 ７６５件 ４６６件 

地域団体や活動者
からの相談 

－ － ７２件 １１０件 ５７件 

令和４年度より地域活動向けの支援についてもカウントを開始しました。 

 

(2)地域向けの積極的な啓発活動や企画等について 

介護予防や地域支え合いなどに関する住民向けの啓発活動、高齢者支援に携わ

る関係者や関係機関の連携推進など地域ケア向上に通じる協議や取組みや、地域

向けの取組み、講師依頼等も積極的に行われています。特に地域に向けた啓発活

動は令和５年度から比較すると６２０件ほど増加し、力を入れて活動されていま

す。 

○啓発活動等の件数 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

包括支援センター
発の啓発活動 

５４０件 ４８２件 ７７８件 ７６２件 １，３８２件 

地域からの講師等
依頼への対応 

２３１件 １３１件 ２５８件 ２３６件 ３０１件 

 

(3)地域ケア会議の推進 

個別ケース検討を通じて、高齢者個人に対する支援の充実と、地域課題の抽出

と高齢者を支える社会基盤整備の方向性を見出す会議です。 

令和元年度から「自立支援型ケアマネジメントに向けた地域ケア会議」を重点

的に開催し、多職種参加による「ノウハウの蓄積共有」「人材育成」「社会資源

の整備」を推進しています。本市では県内でも上位の開催回数を重ねており、ケ

i 
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ース検討から課題抽出、課題解決に向けた関係者への働きかけや政策形成までの

ＰＤＣＡサイクルが定着してきています。 

○実施回数の推移 

主催 ﾚﾍﾞﾙ 会議名 会議概要 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー 

個別 個別版地域ケア会議 支援困難ケースの課題解決、地域

の支援体制の構築 
33 29 15 18 25 

個別 自立支援型地域ｹｱ会議

(居宅介護支援事業所対象) 

自立支援のケアマネジメントの構

築と地域課題の把握 
32 48 51 51 47 

個別 自立支援型地域ｹｱ会議

(地域包括支援ｾﾝﾀｰ対象) 

自立支援のケアマネジメントの構

築と地域課題の把握 
89 83 84 66 72 

日常 
生活 
圏域 

圏域版地域ケア会議 地域住民と関係機関により地域課

題を共有し、課題解決に向けた検

討を行う 

16 10 5 3 9 

日常 
生活 
圏域 

地域課題検討会議 地域ケア会議で集約した地域課題

をまとめどのように解決するか、

アプローチする関係機関等を検討

する場 

14 24 26 30 25 

市 

市 地域課題検討報告会 各包括支援センターの地域課題を

共有し業務の方向性を確認する場 
6 6 6 6 4 

市 地域ケア推進会議 地域課題の資源開発や政策へ反映

の方向性を検討する場 
3 3 3 1 1 

 

※ 近年の活動の傾向 

介護予防支援等(介護予防サービス等のプランニング)と総合相談支援などの「個

別対応」は減少傾向にあります。 

令和６年度からは地域包括支援センター運営と生活支援体制整備事業における地

域支えあい推進員の配置について一体的に委託しました。地域支えあい推進員も１

１名から１４名に増進し、更に各地域包括支援センターがチームなり、総合相談や

生活支援に関する課題解決に対する取り組みを推進することができております。 

 今後、高齢者人口は減少傾向となりますが、健康寿命の延伸を図り、介護予防推

進には啓発活動や地域の様々な団体等と連携を強化し、また課題解決に向けては行

政としても後方支援をしていきたいと思います。 
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令和7年度　地域包括支援センター運営費　予算書

中央 北 南 西 牛深 東 計

【収入の部】

34,500,000 29,300,000 29,300,000 30,765,000 34,500,000 49,350,000 207,715,000

500,000 350,000 0 600,000 780,000 1,200,000 3,430,000

1,000,000 3,040,000 2,000,000 4,800,000 4,800,000 10,100,000 25,740,000

繰入金 0 0 0 0 0 0 0

その他の収入 10,000 57,000 50,000 0 0 10,000 127,000

36,010,000 32,747,000 31,350,000 36,165,000 40,080,000 60,660,000 237,012,000

【支出の部】

人件費 30,000,000 27,714,000 24,225,000 30,029,000 34,546,000 51,023,000 197,537,000

地域包括支援センター 19,700,000 16,240,000 14,151,000 15,516,000 19,401,000 23,656,000 108,664,000

地域支えあい推進員 6,300,000 3,175,000 7,880,000 5,252,000 6,159,000 9,698,000 38,464,000

事務職員 4,000,000 1,996,000 2,194,000 2,810,000 3,026,000 2,999,000 17,025,000

介護支援専門員(介護予防支援員） 0 6,303,000 0 6,451,000 5,960,000 14,670,000 33,384,000

報償費 0 50,000 0 22,000 50,000 60,000 182,000

旅費 350,000 0 100,000 90,000 80,000 308,000 928,000

2,200,000 1,526,000 2,074,000 2,617,000 2,140,000 3,353,000 13,910,000

消耗品費 700,000 800,000 874,000 672,000 540,000 1,170,000 4,756,000

燃料費 200,000 330,000 390,000 216,000 550,000 783,000 2,469,000

食糧費 50,000 6,000 10,000 30,000 50,000 90,000 236,000

印刷製本費 200,000 0 200,000 557,000 700,000 920,000 2,577,000

光熱水費 700,000 0 500,000 1,092,000 300,000 340,000 2,932,000

修繕費 350,000 390,000 100,000 50,000 0 50,000 940,000

役務費 1,060,000 507,000 471,000 728,000 603,000 3,345,000 6,714,000

通信運搬費 550,000 370,000 300,000 504,000 400,000 1,023,000 3,147,000

手数料 150,000 17,000 6,000 108,000 51,000 52,000 384,000

保険料 200,000 60,000 55,000 13,000 12,000 38,000 378,000

自動車損害保険料 160,000 60,000 110,000 103,000 140,000 2,232,000 2,805,000

委託料 1,700,000 425,000 3,390,000 315,000 268,000 397,000 6,495,000

使用料及び賃借料 600,000 1,500,000 1,150,000 2,304,000 2,323,000 4,069,000 11,946,000

負担金 100,000 100,000 90,000 60,000 70,000 105,000 525,000

0 30,000 0 0 0 0 30,000

36,010,000 31,852,000 31,500,000 36,165,000 40,080,000 62,660,000 238,267,000支出計

介護予防支援費

包括

包括運営業務委託費

介護予防ケアマネジメント業務委託費

公課費

収入計

需用費
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